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Rh6ne-und Donaugebietes;Unie van de
Westeuropese Kamers van Koophandelen
FabriekenvanhetRijn-,Rhbne-enDonauge-
bied)と称する商工会議所の連合組織である2)｡

















































































































3) 黒海とバル ト海はつとに水路で結合されている｡ ドニ
エプル河の支流プリピャチ河を経て,その支流ピナ川と



























































































の 通 りで あ る｡ hLaNdて,ZgatZOnduRhzIZetdeSeS
embo〟chures,dep〟LSBalejuSqu'dlaplelnemer,JOt/





























































































































































































































































































































































































































































































































10 調査と研究 第1号 (1991.10)













近い将来において も 〔サオヌ河支流の ドゥブ































































































































































































































































































































14 調査と研究 第1号 (1991.10)
場一致で採択されるからである｡
1948年のベオグラー ド会議の最も重要な成果

































































































































































公 正 な 配 分｣ (gerechte Aufteilung der
Frachten)が決められている｡ しかしこの決め
られた積取比率はつねに問題を生み出している｡








































しか もオース トリア領 ド-ナウ河だけでなく
(ここでは最近,年間 7-8百万 tの物資が輸
送されている), ド-ナウ河下流域においても
















































































































































































































































































































































































































































































































16) ドイツ連邦鉄道がアルプス越えで ミュンヘン ベーロー
ナ間を毎日運行している,貨物自動車を丸ごと運ぶいわ

































































































































































声明 してはいる｡ しか しオース トリアは明らか






























































































































マ条約第76条に背 くとの判決 もあ り,1990年末にこれの














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































まれている｡ ルクセ ンブルクに拠点 を置 く



















































































































































これ は ｢外 部 の｣ 非 地 元 市 場 (fremder



















































































































































































































































































































































































































































































































46 調査と研究 第1号 (1991.10)




































































































































































t10n Of sclentlflCand technologlCalresearch results
(Valort'sat10neiUtzluat10nPourrEurope)[198911992]































ロッパ化す る｣ ことを授 ける｡ 第二の例は































































































段 を獲得 した｡(1) 第一 に制度上 の措 置
(institutioneleAnordnungen)が問題となる｡






































50 調査と研究 第1号 (1991.10)



































































































































































































































































EFTA 事務総長 GeorgReiSChの挨拶 をお











はほぼ30年間 EC と,一方では EFTA 自身
の行動および 〔他方では〕加盟国による諸条約
(Vextr畠ge)によって協力してきた｡



























































































































































































































































































































































































































令 (EFTA,同 6), 北 大 西 洋 条 約 機 構
(NATO,同16ただ しアメリカ,カナダをも含











































































































































































賛成 していると言われる｡スイスの勤行は EC と
EFTA を包括する ｢ヨーロッパ経済圏｣(Europ畠ischer



































この時点ですでに ECと EFTA を統合 した
｢ヨーロッパ経済空間｣(eineuropaischerwirt-
schaftlicherRaum)構想を明瞭に述べている
ことは興味深い｡それだけではない｡かれは
｢一つの自由な国際的経済空間という目標は,
束ヨーロッパとの関係を持つに至って初めてそ
の実の規模 (seinewahreGrbLSe)に達する｣
とまで明言している｡ かれが東ヨーロッパとい
う場合にソ連を除外 しているのか,それとも
ヨーロッパ ･ロシアまで含めているのか,また
すでに EC加盟を申請 しているトルコ,非同
盟諸国の一つである限りで EC ともある程度
の関係を持ち続けてきたユーゴスラビア,さら
にまたようやく1991年にはいって激しく動き始
めたアルバニア等も想定していたのかという点
は不明である｡ とまれ,EC統合,EC と
EFTA との統合,東ヨーロッパとの統合とい
う三段階を経てヨーロッパ統合を完成しようと
の長期目標が設定されていることは,まず疑い
を入れない｡したがって,そのような意味での
統合ヨーロッパが非ヨーロッパ世界とどのよう
な関係に立つべきであると構想されているのか
という点についても,一言触れておかなければ
ならない｡
(8)そこで最後に,本シンポジウムの報告者
たちが異口同音に表明してみせたヨーロッパ統
合への共同意志が,とりわけ日本経済の強大化
に対する危機意識からも発していると考えざる
をえないことも,指摘しておきたい｡日本は明
示的もしくは暗示的に度々引合いに出され,時
には韓国企業の名まで挙げられた｡東アジアで
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日本だけが突出した経済強国として立ち現れる
かぎりでは,ヨーロッパはこれを例外現象とみ
なし,したがってその脅威を過小評価する自己
操作もまだ可能であっただろうが,韓国,台湾
等までが日本と雁行的に経済発展の途を逓進し
ているという現実から眼を逸らすことができな
くなるに及んで,初めて日本経済がヨーロッパ
にとり現実の脅威として認識されるに至ったと
みるべきだろう｡ その際,広くかつ深い日本市
場が輸出依存率の高い西ヨーロッパ経済にとっ
てきわめて魅力あるものとして映っていること
ち,本シンポジウムでの議論を通して窺うこと
はできる｡ しかし,日本市場の施大な有効需要
をより積極的に利用するためにもヨーロッパの
経済統合は急がなければならないとの合意はす
でにあるとしても,世界経済の主導権をめぐる
61
西ヨーロッパ,北アメリカ,日本の三つ巴の闘
争過程において,西ヨーロッパは北アメリカと
組んで日本に対抗すべきか,それとも日本と組
んで北アメリカと対抗すべきかという長期的戟
略構想が熟しているとはまだ言い難い｡それは
おそらく,東アジア経済圏なるものが今後どれ
ほど実体性を持つようになるかにもかかってい
るだろう｡ 北海に注ぐライン河の畔に生まれた
諸問題は,すでに太平洋アジアの諸問題と切 り
離せないものになっているのである｡
附記 いくつかの術語の訳し方について同僚の今
久保草生助教授の御教示を得たことに御礼を申
し上げる｡また,原稿整理を手伝ってくれた経
済学部学生,有賀敏之君にも謝意を表する｡
本稿は昭和63年～平成2年度科学研究費補助
金 〔一般研究(C)〕による研究成果の一部である｡
